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コラルト・タイムス準備第８号でご紹介したこちら
のプロジェクト。「参加するみんながほぼ3親等のよう
なゆるいつながりを持つことができれば、つけたしの
安心感があるよね。」というお話でした。

あっという間に師走！・・・今年
の1月に発行が始まったこのタイム
スも、なんとか1年間継続すること
ができました。

認知症サポーター養成講座（認サ
ポ）も11月開催で8回を終え、少し
ずつですが手ごたえを感じています。

NPO法人として試行錯誤していき
たいことはいろいろとありますが、
まずは認サポの継続開催を一番と考
え、来年以降もコツコツと継続して
いきたいと思っております。
引き続き、どうぞよろしくお願い

いたします。 （たいこん）

人生いつ何が起きてもおかしくありません。実際に私
の身近にも、突然の脳内出血によって高次脳機能障害の
症状となり、判断能力に困難を抱えて⾧期にわたるリハ
ビリを余儀なくされている友人がいます。そのような時
に、役に立つのが「後見人制度」です。

法定後見は「実際に判断能力の低下してきた場合」に、
既に存在する不安・不都合を解消するため、（周囲の人
が）裁判所に申し立てることにより始まる制度であり、
これに対し任意後見は「判断能力があるうち」に、今後
生じるであろう不安・不都合に備えるため、（本人が）
契約することによって始まる制度です。

認知症の場合にわかりやすく言えば、症状が出てから
適用されるのが「法定後見」、症状が出る前に自分で選
ぶのが「任意後見」です。

後見人制度には、家庭裁判所が成年後見人等を選任す
る「法定後見」と、本人が任意後見人を選ぶ「任意後
見」の2つの制度があります。

任意後見を利用できる人であれば、法定後見より
も、より自分の思い描く老後、未来を実現できる可
能性があります。

現在は日本人の約8割の方が生命保険に加入して
います。日本は世界第2位の生命保険大国で、世界
全体の生命保険収入保険料の20％を占めているほど、
日本人はリスク回避に対する感度が高いと言えます。

今後、未曽有の高齢化社会を迎えるにあたって、
イザというときのための備えとして、従来の生命保
険などに加えて、後見人制度や死後事務委任契約な
どにも注目が集まってくることでしょう。もちろん、
いずれにしても早めの対応が肝心なことは言うまで
もありません。

後見人制度とは、認知症や知的障害、精神障害などの
影響で判断能力が不十分な人を保護・支援するための制
度です。後見人は本人の意思を尊重しながら、財産管理
や身上監護、契約などの法律行為を代理で行うことがで
きます。

実は法人を後見人に設定することも可能です。
参加者がそれぞれNPOコラルトを後見人として公正証
書契約することによって、ゆるくつながり、継続的に
安心して、組織としての「おたがいさま」のコミュニ
ティを享受できるようになるのではないでしょうか。


